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秋田のまもり令和２年
～県民に寄り添い　県民とともに～

秋田県警察



　●　盗難、暴力被害、交通事故の届け出 １１０番
は又 　　　 、近くの警察署・交番・駐在所へ

　●　行方不明者の届け出 各警察署生活安全課へ

　●　登山の届け出 警察本部地域課へ　または山岳を
管轄する警察署、交番、駐在所へ

  ●　警察安全相談
　　　 警察署住民安全相談所又は県民安全相談センターへ ＃９１１０ （プッシュホン）

または（０１８）８６４－９１１０
ＦＡＸ　（０１８）８６４－８９９９

　●　警察への要望・意見・苦情等
　　　 各警察署広報広聴係 （０１８）８２４－０１１０
　　 　または、県民の声１１０番 　ＸＡＦへ （０１８）８６４－８９９９
　　　 電話・手紙・ホームページでも受け付けています。

　●　性犯罪被害等の相談
　　　 警察本部捜査第一課 ＃８１０３（ハートさん） （プッシュホン）
　　　 性犯罪被害相談電話 ０１２０－０２８－１１０ （フリーダイヤル）

　●　サイバー犯罪の相談・情報
　　　 サイバー犯罪１１０番　 （０１８）８６５－８１１０

　●　少年の悩み事相談
　　　 やまびこ電話 （０１８）８２４－１２１２（FAX・電話兼用）
　　　 チャイルド・セーフティ・センター （０１８）８３１－３４２１
　　　 警察署少年サポートセンター

　●　犯罪や交通事故の被害に関する悩み相談
　　　 （公社）秋田被害者支援センター （０１８）８９３－５９３７

０１２０－６２－８０１０（フリーダイヤル）
（月～金　１０：００～１６：００　祝日、年末年始を除く）

　●　暴力団に関する相談
　　　 （公財）暴力団壊滅秋田県民会議 （０１８）８２４－８９８９

０１２０－８９３－１８４（フリーダイヤル）
（月～金　９：００～１７：００　祝日、年末年始を除く）

　●　薬物・拳銃・虐待・人身取引等の情報提供
　　　 匿名通報ダ ９３８－４２９－０２１０ルヤイ （フリーダイヤル）

(月～金　９：００～１８：１５）
　　　 24時間オンライン受付 www.tokumei24.jp
       モバイル用 .42iemukot.wwwトイサ jp/i

  ●　自動車運転免許に関するお問い合わせ　
　　　 更新・再交付・国外免許に関する相談 （０１８）８２４－３７３８
　　　 試験・免許証の失効手続きに関する相談 （０１８）８６２－７５７０
　　　 停止等行政処分に関する相談 （０１８）８２４－３８２２
　　　 病気の方の免許取得、更新等運転適性に関する相談 （０１８）８２４－０６６０

（０１８）８２４－０７０６ ＃８０８０（はればれ）

　●　運転免許テレホンサービス
　　　 更新手続き （０１８）８２４－６１００
　　　 免許試験 （０１８）８２４－６２００
　　　 再交付手続き （０１８）８２４－６３００
　　　 免許証の失効手続き （０１８）８２４－６４００
　　　 国外免許手続き （０１８）８２４－６５００

　●　交通情報（日本道路交通情報センター）
　　　 携帯短縮ダ １１０８＃ルヤイ （携帯・PHS専用）
　　　 全国共通ダ ６６６６－９６３３－０５０ルヤイ （音声ガイダンス）
　　　 全国高速ダ ００７６－９６３３－０５０ルヤイ （自動応答専用）
　　　 東北地方高速情報 ０５０－３３６９－６７６１
　　　 秋田情報 ０５０－３３６９－６６０５

　●　警察本部庁舎の見学申込み
　　　 警察本部広報広聴課 （０１８）８６３－１１１１

　●　警察音楽隊の演奏申込み 各警察署広報広聴係
または、警察本部広報広聴課へ

　●　秋田県警察　Twitter アカウント名　「秋田県警察本部」  「＠akita_mamoru_ai」

　●　秋田県警察　LINE アカウント名　「秋田県警察　採用係」  「＠won6978f」

窓口のご案内　　 事件・事故等でお急ぎの場合は、１１０番通報してください

５　その他　各種情報発信、警察官採用試験情報

１　各種届出

２　警察本部等への相談

３　各種お問い合わせ先

４　各種申込み

秋田県警察本部

連　絡　先令和２年 秋田県警察運営の基本方針と重点目標

基 本 方 針

安全で安心な秋田を守る力強い警察
県民に寄り添い 県民とともに

重 点 目 標

社会環境の変化に対応した警察機能の強化

犯罪の起きにくい社会づくりの推進

交通死亡事故の抑止

重要犯罪・組織犯罪等への的確な対応

テロの未然防止・大規模災害を含めた緊急事態等への的確な対応

被害者支援の推進
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２　あなたの街の警察署

第１　警察の組織
１　秋田県警察の仕組み
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３　秋田県公安委員会
■公安委員会制度
　公安委員会は、警察の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政機関で、
県民の良識を代表して、警察の業務に県民の考えを反映させるなどの重要な役割を果たしています。
　国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警
察を管理しています。
　秋田県公安委員会は、県知事が県議会の同意を得て任命した３人の委員で構成されています。
　委員の任期は３年です。

■公安委員会の役割

■公安委員会の活動
　公安委員会は、定例会議のほか、警察活動の視察、警察署長会議・警察署協議会への出席、警察職員
との意見交換など、様々な活動を行い警察業務の把握に努めています。

■苦情の申出制度
　警察職員の職務執行について苦情がある方は、公安委員会に対し､ 苦情の申出をすることができます。
　公安委員会は、苦情の申出があったときは、調査結果等を文書により申出者に通知しています。

●秋田県公安委員会ホームページ（https://www.police.pref.akita.lg.jp/kouan/）
　 公安委員会の定例会議の開催概要や主な活動状況は、ホームページで公開しています。

　公安委員会は、管内における事件、事故及び災害の発生
等に対する警察の取組、治安情勢とそれを踏まえた警察の
各種施策、組織や人事管理の状況等について、警察本部長
等から報告を受け、必要な提言を行っています。
　定例の会議は、おおむね週１回開催しており、令和元年
中は、４２回開催しています。
　そのほか、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の
支給に関する裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民
生活に関わりのある数多くの行政事務を取り扱っています。

定例会議

警察署長会議への出席 交番・駐在所の視察
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　令和元年の
　　○　殺人、強盗等の凶悪犯の認知件数は１６件
　　　で、前年に比べ２件（１４．３％ ) 増加
　　○　暴行、傷害等の粗暴犯の認知件数は１３３
　　　件で、前年に比べ８６件（３９．３％）減少
　　○　侵入盗、乗り物盗等の窃盗犯の認知件数は
　　　１，５７７件で、前年に比べ１８９件（１０．７％）
　　　減少
　　○　詐欺、横領等の知能犯の認知件数は１５８
　　　件で、前年に比べ４件（２．５％ ) 減少
　　○　強制わいせつ等の風俗犯の認知件数は
　　　２６件で、前年に比べ７件 (２１．２％ )減少
　　○　住居侵入、器物損壊等のその他の刑法
　　　犯の認知件数は２５２件で、前年に比べ１４
　　　件（５．３％）減少
	しました。

第２　最近の犯罪情勢と対策
１　最近の治安情勢
■刑法犯の認知・検挙状況
　県内の刑法犯認知件数は、３年連続で２，５００件を
下回りました。	
　令和元年の認知件数は２，１６２件で、前年に比べ
２９８件（１２．１％）減少しました。
　検挙件数は１，７０６件で、前年に比べ８８件（４．
９％）減少しました。
　検挙人員は９８４人で、前年に比べ２０２人
（１７．０％）減少しました。
　検挙率は７８．９％で、前年に比べ６．０ポイント上
昇しました。

　令和元年の重要犯罪（注）の認知件数は２７件、検挙件数は１８件、検挙人員は１３人で、前年に比
べ認知件数は１０件 ( ２７．０％ )	減少、検挙件数は１４件（４３．８％ )	減少、検挙人員は６人（３１．６％）
減少しました。
	　（注）	「重要犯罪」～殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身売買及び強制わいせつの罪をいう。

■犯罪の特徴

■重要犯罪の認知・検挙状況

重要犯罪の罪種別認知状況（過去５年）

平２７ ２８ ２９ ３０ 令元 

殺 人 ７ ４ ７ ２ ５ 

強 盗 ５ ２ １ ３ ２ 

放 火 ７ ５ ５ ６ ６ 

強 制
性 交 等 ５ ５ ４ ３ ３ 

略 取 誘 拐
人 身 売 買 １ ０ ０ １ ０ 

強制わいせつ １５ １０ １４ ２２ １１ 

合 計 ４０ ２６ ３１ ３７ ２７ 

年次
罪種

凶悪犯 16 
0.7%

粗暴犯 133 
6.2%

窃盗犯

1,577 
72.9%

知能犯 158 
7.3%

風俗犯 26 
1.2%

その他 252 
11.7%

刑法犯認知件数の内訳（令和元年）

凶悪犯

粗暴犯

窃盗犯

知能犯

風俗犯

その他

※窃盗犯内訳

侵 入 盗 185(11.7%)
乗 物 盗 292(18.5%)
非侵入盗 1100(69.8%)
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■重要窃盗犯の認知・検挙状況
　令和元年の重要窃盗犯 ( 注 ) の認知件数は１９８件、検挙件数は１２５件、検挙人員は３３人で、前
年に比べ		認知件数は５件 ( ２．５％ ) 減少、検挙件数は１４件 ( １２．６％ ) 増加、検挙人員は４人
( １０．８％ ) 減少しました。　　
　（注）	「重要窃盗犯」～侵入盗、自動車盗、ひったくり及びすりの手口をいう。

駐輪場等における自転車盗難被害防止対策 金融機関における強盗対応訓練

街頭防犯カメラの設置

●店舗対象の強盗対策
　全国では、金融機関やコンビニエンスストア等を対象とした強盗が後を絶たない状況にあります。
　県内においては、平成２５年１２月に銀行対象の強盗、平成２７年６月にコンビニエンスストア対象
の強盗が発生し、いずれもその場で犯人を逮捕しています。これ以降の発生はありませんが、金融機関
やコンビニエンスストア等に対する防犯指導や強盗対応訓練を実施し、被害の未然防止や発生時の早期
検挙に努めています。

■犯罪の抑止対策
●街頭防犯カメラの設置促進
　犯罪の発生が多い地域に街頭防犯カメラを設置し、犯罪の被害
防止を図っています。
　また、自治体や事業所等に対しても街頭防犯カメラの設置を働
き掛け、地域住民の安全安心を確保するように努めています。

●鍵掛け等盗難被害防止対策
　自転車の街頭指導や駐車場等のロックパトロール、各種広報活
動等を実施し、鍵掛けによる盗難被害の防止に努めています。
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重要窃盗犯の手口別認知状況（過去５年）

平２７ ２８ ２９ ３０ 令元 

侵 入 盗 ２５１ ３７８ １７１ １８７ １８５ 

自 動 車 盗 １１ １１ １０ １１ １３ 

ひったくり ４ ０ ０ ２ ０ 

す り ４ ３ ３ ３ ０ 

合 計 ２７０ ３９２ １８４ ２０３ １９８ 
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２　特殊詐欺
　特殊詐欺とは、被害者に電話を掛けるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への
振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及び
隙を見てキャッシュカード等を窃取する窃盗を含む）の総称です。
　令和元年における秋田県内の特殊詐欺の認知件数及び被害総額は、前年より増加しており、特に警察
官や金融機関職員をかたるオレオレ詐欺及びキャッシュカードすり替え型の詐欺盗の被害が認知件数、
被害額ともに高水準で推移しているなど、深刻な状況にあります。
　県警察では、依然として大きな被害が発生しているこれら特殊詐欺を撲滅するため、引き続き諸対策
を推進しています。

電子マネー被害防止封筒

■抑止対策
　県警察では、特殊詐欺の被害を防止するため、県警ホームペー
ジや Yahoo! 防災速報などを活用した広報啓発活動を始め、巡
回連絡による防犯指導、各種会合における寸劇や防犯講話など
により、特殊詐欺の犯行手口を周知するよう努めて	います。
　また、金融機関やコンビニエンスストア等との連携を強化し、
声掛けや通報により被害を防止するための訓練を実施したり、
コンビニエンスストア全店舗に「電子マネー被害防止封筒」を
配布し、電子マネー購入者への積極的な声掛けを促すなど水際
対策を強化しています。さらに、物理的に被害を防止するため、
自動通話録音機の設置や常時留守番電話設定の推奨、ＡＴＭ利
用限度額の引下げ促進など、総合的な対策を推進し、特殊詐欺
に対する社会全体の抵抗力を高め、被害の撲滅に努めています。

※ キャッシュカード詐欺盗も特殊詐欺の類型に含まれ、平成30年から認知件数、被害額を計上。

※ 平成30年からキャッシュカード詐欺盗の認知件数、検挙件数、検挙人員を計上。

平27 28 29 30 令元
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■特殊詐欺事件の認知状況（過去５年）

■特殊詐欺事件の検挙状況（過去５年）
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●通信指令体制の強化
　県警察では、平成２３年４月、これまでの通信指令室を
通信指令課にするとともに、令和２年２月には、通信指令
システムを更新するなど、通信指令機能の強化及び事案対
応力の向上等を図っています。		

●１１０番通報への対応
　１１０番は、県内どこから掛けても警察本部につながり、
緊急性のある事件・事故のほか、不審者情報等についても
通報をお願いしています。通報を受理した通信指令課では、
直ちに通報内容を管轄の警察署や出動中のパトカー等に指
令し、警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて
緊急配備等を発令しています。
　また、１１０番全体の７割以上を占める携帯電話からの
通報に的確に対応するため、音声通話と同時に通報者の位
置情報が通知されるシステムを導入し、事件・事故現場へ
速やかに臨場できるよう努めています。
　このほか、聴覚や言語の不自由な方のために、
　メール１１０番（県警察ホームページから御利用下さい。）
　ＦＡＸ１１０番（０１８－８２３－１１１０）	
　１１０番アプリシステム
を運用しています。

３　犯罪の検挙と抑止のための基盤整備
■初動警察活動の強化及び組織捜査の推進
　事件発生時には、管轄の警察官、機動捜査隊員等が現場に急行し、犯人の確保や二次被害の防止措置
等を実施するなど初動警察活動を強化しています。
　また、重要犯罪や重要窃盗犯の早期検挙のため、捜査・鑑識・科学捜査部門が一体となり、組織的捜
査活動を推進しています。
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■科学技術の活用
●現場鑑識活動
　現場鑑識活動は、犯罪現場から
各種の証拠物件や指紋等の現場資
料を発見・収集し、事件解決に必
要な情報を得ることであり、犯罪
鑑識の原点です。
　科学捜査の重要性が高まる中、
最新の技術や機器を駆使した現場
鑑識活動が行われています。

●指掌紋自動識別システム  
　県警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現
場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録
しています。これらの指掌紋を自動で照合する指掌紋自動
識別システムを運用し、迅速かつ効果的な犯人の割り出し
や余罪の確認等を行っています。

●ＤＮＡ型鑑定
　ＤＮＡ型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在
するＤＮＡ ( デオキシリボ核酸 ) の塩基配列を分析
することによって、個人を高い精度で識別する検査
方法です。
　ＤＮＡ型鑑定は主に犯罪捜査等に活用されてお
り、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身
近な犯罪の解決にも成果を上げています。また、被
疑者から採取した資料から作成した被疑者ＤＮＡ型
記録及び犯人が犯罪現場に遺留したと認められる資
料から作成した遺留ＤＮＡ型記録をデータベースに
登録し、犯人の割り出しや余罪の確認等に活用して
います。

ＤＮＡ型の解析

	指掌紋自動識別システム

DNAの抽出

犯罪捜査におけるDNA型鑑定、DNA型データベースの活用

現場鑑識活動 警察犬の活動
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■県民からの情報提供の促進
●情報提供依頼と公開捜査
　県警察では、ウェブサイトなど様々な媒体を活用し
て、捜査に対する協力、事件に関する情報の提供を広
く呼び掛けています。
　また、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、
必要がある場合は、被疑者の氏名等を広く一般に公表
して捜査を行う公開捜査を行う場合があります。

●捜査特別報奨金制度の活用
　警察庁では、平成１９年度から、国民からの情報提
供を促進し、重要犯罪等の検挙を図るため、公的懸賞
金制度である捜査特別報奨金による懸賞広告制度を導
入し、警察庁ウェブサイト（http://www.npa.go.jp）
等で対象となる事件等について広報しています。
　対象事件は、県警察ウェブサイトでも閲覧できます。

●匿名通報ダイヤルの活用
　匿名による犯罪の通報を受け付ける電話番号として
匿名通報ダイヤルがあります。
　匿名通報ダイヤルとは、暴力団が関与する犯罪等、
犯罪インフラ事犯、薬物事犯、拳銃事犯、特殊詐欺、
少年福祉犯罪、児童虐待事案、人身取引事犯等の検挙
や被害者の早期保護等を図るため、警察庁の委託を受
けた民間団体が、匿名による通報を電話やウェブサイ
ト上で受け、これを警察に提供しているものです。
　有効な通報には最大１０万円の情報料が支給されま
す。　　　
　　フリーダイヤル　0120-924-839
　　ウェブサイト　　http://www.tokumei24.jp
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第３　安全で安心な社会の実現
１　犯罪の起きにくい社会づくりの推進
　自治体や関係機関、防犯ボランティア団体との連携を一層強化し、地域の犯罪情勢に即した効果的な
犯罪抑止対策を行うなど、「日本一、安全で安心な秋田」の実現に向けた取組を推進しています。

■地域安全ネットワーク活動
　県警察では、町内会や自治体、学校等との間に「秋田県地
域安全ネットワーク」を構築し、各種広報媒体や研修会等を
通じて防犯に必要な情報を発信するとともに、様々な機会を
通じて地域の要望を把握し、これを警察活動に反映するよう
に努めています。
　また、地域の事業所にも自主的な防犯活動を呼び掛け、地
域における重層的なネットワークの構築に努めています。

■自主防犯活動への支援
　県警察では、青色回転灯装備車を活用したパトロールや「子
ども見守り活動」等の自主防犯活動が効果的に行われるよう、
地域の犯罪情報の提供や各種研修会を通じ、活動に関する助言
や青色回転灯を無償貸与するなどの支援をしています。

■事業者との連携
　県警察では、重層的な地域安全ネットワークの構築による「犯
罪の起きにくい社会づくり」を実現するため、地域の事業者と
積極的に連携し、協定や覚書に基づくパトロールや犯罪の被害
防止に関する広報啓発等の活動を推進しています。

　県警察では、高齢者の特殊詐欺等の犯罪被害を防止するた
め、高齢者安全・安心アドバイザーが高齢者宅を訪問し、特
殊詐欺の被害状況や犯行手口を紹介するなどの啓発活動を
行っています。
　また、高齢者を対象とした防犯教室では、寸劇や紙芝居を
取り入れて犯行手口を紹介するなど、高齢者の防犯意識の向
上による被害の防止に努めています。

２　高齢者を犯罪の被害から守る活動
■高齢者安全・安心アドバイザーの活動

地域安全ネットワーク推進交流会

ボランティア団体に対する講習会

事業者との協定式

寸劇による広報啓発活動
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３　子供を守る対策
■前兆事案に対する先制・予防的活動
　県警察では、児童・生徒を対象とした性犯罪等を未然に
防止するため、その前兆とみられる声掛け、付きまとい等
の段階で行為者を特定し、検挙、指導・警告等の措置を講
じるなど、先制・予防的活動を積極的に推進しています。

■犯罪から子供を守るための施策
●学校周辺、通学路の安全対策 

　県警察では、通学路等における子供の安全を確保するた
め、パトロールやスクールサポーターによる警戒等を強化
しています。
　また、学校や子供見守り隊に対する情報提供や研修会を
開催するなど、子供の被害防止に関する活動の支援を行っ
ています。

●関係機関・団体等と連携した活動
　・防犯教室
　県警察では、学校と連携し、小学校等において学年
や理解度に応じ、「なまはげＮＥＷＳ隊」を活用した寸
劇やロールプレイ方式等による、子供の参加型・体験
型の非行・犯罪被害防止教室を開催しています。　
　また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した
場合の対応要領の指導を行っています。

・情報発信活動 
　県警察では、学校等教育機関との情報共有体制を整備
し、子供に対する声掛け事案等の発生に関する情報をＥ
メールで提供しています。不審者情報等については、県
警察ホームページにも掲載し、広く県民の周知を図って
います。
　また、防犯団体や少年保護育成委員と連携した街頭キャ
ンペーンのほか、ミニ広報紙や地域安全メール、研修会、
安全・安心まちづくりフェスタの開催等を通じて、子供
を犯罪の被害から守るための情報を発信しています。

なまはげＮＥＷＳ隊による非行・
犯罪被害防止教室

安全・安心まちづくりフェスタ

児童・生徒を対象とした前兆事案発生状況（過去５年）
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３ 子供を守る対策

■前兆事案に対する先制・予防的活動

■犯罪から子供を守るための施策
●学校周辺、通学路の安全対策 児童・生徒を対象とした前兆事案発生状況（過去５年）

●関係機関・団体等と連携した活動

・防犯教室

・情報発信活動
県警察では、学校等教育機関との情報共有体制を整備

し、子供に対する声掛け事案等の発生に関する情報をＥ

メールで提供しています。不審者情報等については、県

警察ホームページにも掲載し、広く県民の周知を図って

います。
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寸劇やロールプレイ方式等による、子供の参加型・体

験型の非行・犯罪被害防止教室を開催しています。

また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した

場合の対応要領の指導を行っています。

県警察では、通学路等における子供の安全を確保

するため、パトロールやスクールサポーターによる

警戒等を強化しています。

また、学校や子供見守り隊に対する情報提供や研

修会を開催するなど、子供の被害防止に関する活動

の支援を行っています。

県警察では、児童・生徒を対象とした性犯罪等

を未然に防止するため、その前兆とみられる声掛

け、つきまとい等の段階で行為者を特定し、検挙、
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・社会参加活動
　県警察では、少年保護育成委員や大学生少年サ
ポーターなどと連携し、農業（チャイルド・ファー
ム）等の生産体験活動を通じた少年の立ち直り支
援、少年の柔道・剣道のスポーツ交流、健全育成
座禅会、学校への訪問活動等を行っているほか、
地域の方々と協力して、伝統行事等への参加など
少年の社会参加活動を行っています。

●「チャイルド ･ セーフティ ･ センター 」の活動

　　「チャイルド ･セーフティ ･センター」（※）では、
　・　非行やいじめ、不登校、児童虐待等の悩みに関し、子
　　供や保護者、地域の方々から寄せられた相談への対応	　
　・　秋田駅周辺や繁華街における巡回を通じた街頭補導活
　　動や子供に対する声掛け活動
　・　学校における非行・犯罪被害防止教室や情報モラル教
　　室、薬物乱用防止教室
　などを行っています。
　※　平成２１年４月開設、子供に関する相談受理等の活動を行う施設
　　　（ＪＲ秋田駅東口のアルヴェ３階を拠点に活動）

４　少年の非行防止対策
■少年非行の概況
　県内における令和元年中の非行少年は１０６人で、前年に比べて１２人（１０．２％）減少していま
す。また、飲酒、喫煙や深夜はいかい等で補導された不良行為少年は５６５人で、前年に比べて１０３
人（１５．４％）減少しています。

農業（チャイルド・ファーム）を通じた立ち直り支援活動

チャイルド・セーフティ・センター員の
声掛け活動

非行少年等の検挙・補導状況（過去５年）

非 区分
年次 平27 28 29 30 令元

217 157 134 118 106
総 数

（31） (23) (18) (21) (20)

170 108 74 84 71
犯罪少年

（26） (13) (11) (13) (12)

46 49 60 32 34
触法少年

（5） (10) (7) (6) (7)

1 0 0 2 1
ぐ犯少年

（0） (0) (0) (2) (1)

975 899 717 668 565
不良行為少年

（226） (220) (200) (203) (198)

（注）犯罪少年：罪を犯した１４歳以上２０歳未満の者

（ ）内は女子で内数

触法少年：刑罰法令に触れる行為をした１４歳未満の者

ぐ犯少年：将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある２０歳未満の者

不良行為少年：飲酒、喫煙、深夜はいかい等自己又は他人の徳性を害する行為をした者

少

行

年
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農業（チャイルド・ファーム）を通じた立ち直り支援活動

■令和元年中の少年非行の主な特徴

●インターネットの利用に起因する犯罪被害から少年を守る活動

　近年、中学生・高校生だけでなく、低年齢層の児童にもインターネットの利用が広まっています。イ
ンターネット上には残酷な暴力シーンや過激な性描写を含むもの等、児童に有害な影響を与える情報が
氾濫しているほか、スマートフォン等からＳＮＳを利用して児童が誘拐や性犯罪等の被害に遭う事例が
多発しています。
　県警察では、児童に対する情報モラル教育、保護者に対する啓発活動及び携帯電話事業者等に対する	
フィルタリング普及促進のための要請等の取組を推進し、インターネットの利用に起因する児童の非行
防止と犯罪被害防止活動を行っています。

●少年の薬物乱用防止活動
　県警察では、少年の薬物乱用を防止するため、薬物
乱用少年の早期発見・補導に努めるとともに、教育委
員会や学校等と連携して、薬物乱用防止教室や街頭
キャンペーンを実施しています。
　薬物乱用防止広報車は、子供にも分かりやすい視聴
覚教材の広報用モニターや、様々な薬物の標本等を装
備し、少年の規範意識の醸成を図るとともに、薬物を
許さない社会環境づくりの推進に貢献しています。

薬物乱用防止広報車によるキャンペーン

	・　非行少年は、高校生、中学生の順に多く、高校
　生と中学生で全体の５４．７％を占めています。
	・　窃盗犯として検挙・補導された少年が非行少年
　全体の６１．３％を占めており、そのうち万引き
　で検挙・補導された少年は６４. ６％です。

※　構成比は四捨五入してあるため、総計が必ずしも１００
　％にならない場合があります。
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農業（チャイルド・ファーム）を通じた立ち直り支援活動

■令和元年中の少年非行の主な特徴

●インターネットの利用に起因する犯罪被害から少年を守る活動

　近年、中学生・高校生だけでなく、低年齢層の児童にもインターネットの利用が広まっています。イ
ンターネット上には残酷な暴力シーンや過激な性描写を含むもの等、児童に有害な影響を与える情報が
氾濫しているほか、スマートフォン等からＳＮＳを利用して児童が誘拐や性犯罪等の被害に遭う事例が
多発しています。
　県警察では、児童に対する情報モラル教育、保護者に対する啓発活動及び携帯電話事業者等に対する	
フィルタリング普及促進のための要請等の取組を推進し、インターネットの利用に起因する児童の非行
防止と犯罪被害防止活動を行っています。

●少年の薬物乱用防止活動
　県警察では、少年の薬物乱用を防止するため、薬物
乱用少年の早期発見・補導に努めるとともに、教育委
員会や学校等と連携して、薬物乱用防止教室や街頭
キャンペーンを実施しています。
　薬物乱用防止広報車は、子供にも分かりやすい視聴
覚教材の広報用モニターや、様々な薬物の標本等を装
備し、少年の規範意識の醸成を図るとともに、薬物を
許さない社会環境づくりの推進に貢献しています。

薬物乱用防止広報車によるキャンペーン

	・　非行少年は、高校生、中学生の順に多く、高校
　生と中学生で全体の５４．７％を占めています。
	・　窃盗犯として検挙・補導された少年が非行少年
　全体の６１．３％を占めており、そのうち万引き
　で検挙・補導された少年は６４. ６％です。

※　構成比は四捨五入してあるため、総計が必ずしも１００
　％にならない場合があります。
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５　女性を守る対策
■ストーカー事案への対応
　県警察では、ストーカー行為等の規制等に関する法律や刑法等の法令を適用して、ストーカー行為者
の検挙に努めているほか、被害者の意思等を踏まえて警告や禁止命令、必要な援助等の行政処置を講じ
るなど、被害者の安全確保に努めています。

※　ストーカー事案や配偶者からの暴力事案については、被害が
　大きくなる前に最寄りの警察署に相談してください。

■配偶者からの暴力事案への対応
　県警察では、配偶者からの暴力事案に対して、暴行等の違法行為者の検挙に努めているほか、被害者
の意思等を踏まえ、加害者に対する指導・警告等の措置、避難に対する支援を行うなど、被害者の安全
確保に努めています。

配偶者からの暴力事案認知件数の推移 配偶者からの暴力事案の検挙状況等

ストーカー事案取扱件数の推移 ストーカー事案検挙件数の推移
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配偶者からの暴力事案取扱件数

保護命令発令件数

135 143
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ストーカー事案認知件数

　　区分

年次
検挙件数 法検挙

他法令検

挙
警告 禁止命令

平27 ２９ １０ １９ ３６ ３

  28 ３０ １４ １６ ３３ ２

  29 ３４ １３ ２１ ３４ ９

  30 １７ ９ ８ ２２ １７

 令元 １７ １０ ７ ２９ ４

増　減 ０ １ △１ ７ △１３

　　　　区分

年次
検挙件数 法検挙 他法令検挙 保護命令

平27 ４４ ２ ４２ １６

  28 ３１ ０ ３１ ９

  29 ２９ ０ ２９ １７

  30 ２０ ０ ２０ １０

  令元 １４ ２ １２ １２

増　減 △６ ２ △８ ２
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６　交番・駐在所等の活動

■事件・事故への即応
　県内の交番（４８か所）、駐在所（１００か所）等の警察
官は、事件・事故が発生した際、直ちに現場に向かい犯人
の逮捕等の活動を行っています。
　県警察では、警察官が迅速に現場に駆けつけられるよう
１１０番通報の受理や警察署への指令を行うシステムを整
備するとともに、事件・事故に即応するため、パトカー等
の活用による機動力の強化に努めています。

■パトロール活動等
　地域警察官は、昼夜を分かたず常に警
戒態勢を保ち、事件・事故の発生を未然
に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、
犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置
いたパトロールを行っています。
　また、各家庭等を訪問し、犯罪の予
防、災害・事故の抑止等の指導や地域住
民の意見・要望等の聴取を行う巡回連絡
を行っています。

■情報発信活動
　交番・駐在所等では、地域の身近な出
来事や事件・事故情報等をミニ広報紙や
交番・駐在所速報で発信したり、事件・
事故の被害防止のため、コミュニティＦ
Ｍ、防災無線等を利用してタイムリーに
情報を提供しています。
　令和元年中、ミニ広報紙を約３０６万
枚、交番・駐在所速報を延べ３５２回発
行しました。

■交番支援機能の充実
　地域住民からの「パトロールを強
化してほしい。」、「交番に警察官がい
てほしい。」という要望に応えるため、
全ての交番に交番相談員を配置して
います。
　また、緊急通報装置を設置し、警察
官と交番相談員が不在の時でも警察
署と連絡がとれるようにするなど交
番の支援機能の充実を図っています。

事件・事故現場に向かう警察官
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た。
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７　山岳遭難・水難救助活動
　令和元年は、山岳遭難・水難救助活動で延べ５７３人の警察官が出動しました。
県警察では、山岳遭難救助隊による合同訓練など技術の向上に努めているほか、山岳遭難や水難事故防
止の広報活動などを行っています。

■ 山岳遭難発生状況・目的別
　	令和元年中の山岳遭難は６２件発生し、うち山菜採りによる遭難が３０件で全体の約５割を占めてい
ます。

■ 水難事故発生状況・場所別
　令和元年中の水難は１４件発生し、うち海と河川での事故が１３件で全体の約９割を占めています。

■ 県警ヘリ「やまどり」の活動
　県警察航空隊は、ヘリコプター「やまどり」を運航し、登山・
山菜採り・きのこ採り等の山岳遭難、海・川・湖沼等における水
難者の捜索・救助活動を行っています。

山岳遭難救助隊による救助訓練

水難救助訓練

警察用航空機「やまどり」
による救助訓練

平27 28 29 30 令元

登山 19 15 10 9 16

山菜採り 31 42 32 26 30

きのこ採り 14 8 1 8 12

その他 3 3 3 2 5

合計 67 68 46 45 62
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山岳遭難発生状況・目的別（過去５年）
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■警察安全相談活動
　県警察では、県民から寄せられた相談に円滑に対応
することができるよう、警察本部広報広聴課に「県民
安全相談センター」を、県内の各警察署に「住民安全
相談所」を設置して警察官や専門相談員が対応してい
ます。相談は２４時間受け付けています。
	　秘密は厳守しますので、安心して相談してください。

■相談受理件数の推移
　令和元年中は、前年に比べ２，００６件（１０．７％）
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９　犯罪被害者支援活動
　犯罪や交通事故の被害者及びその家族又は遺族（以下「犯罪被害者等」という。）は、身体への直接的
な被害にとどまらず、精神的・経済的被害も受けています。警察は、犯罪被害者等が再び平穏な生活を
営めるようになるまで必要な支援を途切れることなく受けられるよう、関係機関・団体と連携した支援
活動を行っています。

■犯罪被害給付制度
　この制度は、殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死を遂げた犯罪被害者の遺族又は重傷病若しくは
障害という被害を受けた犯罪被害者に対して、国が給付金を支給し、再び平穏な生活を営むことができ
るよう支援するものです。県警察では、犯罪被害給付制度についての教示や必要な手続等を行っています。

■関係機関・団体との連携の推進 
●ネットワークの構築
　県警察では、犯罪被害者等が必要な支援を受けられるよう、		
県警察本部と各警察署に関係機関・団体とのネットワークを		
構築しています。
　また、自治体や ( 公社 ) 秋田被害者支援センターと連携し、		
各種支援活動及び犯罪被害者支援の広報啓発活動を行ってい		
ます。

●社会全体で犯罪被害者等を支える取組 
　県警察では、小・中学校及び高等学校において、犯罪被害者
等による講演「命の大切さ学習教室」を開催するとともに、犯
罪被害者等の「声」や「思い」が綴られた手記の作成、「犯罪
被害者いのちのパネル展」の開催などを通じ、犯罪被害者等の
心情や支援の必要性等の理解浸透に努めています。
　また、犯罪被害者支援大学生ボランティアと共に広報啓発活
動を推進するなど、社会全体で犯罪被害者等を支え、犯罪の起
きにくい社会づくりに取り組んでいます。

●経済的負担の軽減
　犯罪捜査のために必要な診断書等の経費を公費で負担し、経済的負担を軽減しています。

●犯罪被害者等の安全確保
　再被害を受けないようにパトロールを強化するなど、安全確保に努めています。

■警察による犯罪被害者支援
●犯罪被害者等への情報提供
　犯罪被害者等に捜査状況等の情報を提供する被害者連絡を
行っています。
　また、パンフレット「被害者の手引」等を配布するなど、必
要な情報をタイムリーに提供するよう努めています。

●相談・カウンセリング体制の整備
　不安やショックを受けている犯罪被害者等のため、警察職
員による病院への付添い、相談対応などを行っています。
　また、心身に不調を感じている方には、臨床心理士による
カウンセリングも行っています。

犯罪被害者いのちのパネル展

被害者の手引・手記

命の大切さ学習教室

大学生ボランティアによる広報啓発活動
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第４　生活経済事犯の対策及び良好な生活環境の保持
１　県民の生活を脅かす生活経済事犯への対策
　全国的に、有価証券や事業への投資等で運用し利益配当をうたって金銭を集める利殖勧誘事犯や、訪
問販売、電話勧誘販売等で不実を告知するなどして商品の販売や役務の提供を行う特定商取引等事犯の
中には、高齢者を狙った悪質商法事犯が散見されます。
　また、無登録で貸金業を営み、高金利で貸付けを行うヤミ金融事犯やインターネットを利用した偽ブ
ランド品の販売等、知的財産権を侵害する事犯の相談も後を絶ちません。
　県警察では、こうした悪質商法事犯等について、被害実態を早期に把握するため関係機関と連携し情
報収集を行うとともに、被害回復と被害の拡大防止のため、早期の捜査着手や犯罪に利用された預貯金
口座の金融機関への情報提供、携帯電話の事業者に対する解約要請等犯行ツール対策を積極的に行って
いるほか、被害に遭わないための広報啓発活動を推進しています。
　このほか、外国産の魚を国産として販売する事案など、原産地を偽装した不正競争防止法違反（誤認
惹起行為）事件を検挙するなど、県民の生活に身近な食の安全に関する事犯にも適切に対応しています。

２　良好な生活環境の保持
　繁華街・歓楽街で行われる無許可風俗営業や客引き事犯、インターネットを利用してわいせつ画像を
配信する事犯等がみられることから、風俗営業所への立入りや取締り、サイバーパトロール等による情
報の収集に努めています。
　また、刃物や猟銃、高圧ガス・ガソリン等の危険物は、適正な管理がなされなければ、県民の生命、
身体及び財産に重大な危害を及ぼすおそれがあるので、指導・取締りとともに、関係機関・団体と連携
して事件・事故の未然防止に努めています。
		　
　廃棄物の不法投棄や焼却等の不適正処理事犯をはじめ、森林法違反、漁業法違反等の環境事犯は、秋
田の自然環境を破壊するとともに、地域住民の日常生活や健康に直接関わる問題です。
　県警察では、悪質な環境事犯に対する取締りを強化するとともに、関係行政機関と連携しながら、各
種警戒活動を推進しています。

偽ブランド品の被害防止キャンペーン

第４ 生活経済事犯の対策及び良好な生活環境の保持
１ 県民の生活を脅かす生活経済事犯への対策

全国的に、有価証券や事業への投資等で運用し利益配当をうたって金銭を集める利殖

勧誘事犯や、訪問販売、電話勧誘販売等で不実を告知するなどして商品の販売や役務の提

供を行う特定商取引等事犯の中には、高齢者を狙った悪質商法事犯が散見されます。

また、無登録で貸金業を営み、高金利で貸付けを行うヤミ金融事犯やインターネットを

利用した偽ブランド品の販売等、知的財産権を侵害する事犯の相談も後を絶ちません（※）。

県警察では、こうした悪質商法事犯等につい

て、被害実態を早期に把握するため関係機関と

連携し情報収集を行うとともに、被害回復と被

害の拡大防止のため、早期の捜査着手や犯罪に

利用された預貯金口座の金融機関への情報提

供、携帯電話の事業者に対する解約要請等犯行

ツール対策を積極的に行っているほか、被害に

遭わないための広報啓発活動を推進していま

す。

このほか、外国産の魚を国産として販売する

事案など、原産地を偽装した不正競争防止法違

反（誤認惹起行為）事件を検挙するなど、県民の生活に身近な食の安全に関する事犯にも

適切に対応しています。

２ 良好な生活環境の保持
繁華街・歓楽街で行われる無許可風俗営業や客引き事犯、インターネットを利用して
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サイバーパトロール等による情報の収集に努めています。

また、刃物や猟銃、高圧ガス・ガソリン等の危険物は、適正な管理がなされなければ、

県民の生命、身体及び財産に重大な危害を及ぼすおそれがあるので、指導・取締りとと

もに、関係機関・団体と連携して事件・事故の未然防止に努めています。

廃棄物の不法投棄や焼却等の不適正処理事犯をはじめ、森林法違反、漁業法違反等の

環境事犯は、秋田の自然環境を破壊するとともに、地域住民の日常生活や健康に直接関

わる問題です。

県警察では、悪質な環境事犯に対する取締りを強化するとともに、関係行政機関と連

携しながら、各種警戒活動を推進しています。

※ 相談件数は昨年より減少するもゼロではない
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第５　サイバー空間の安全の確保
１　サイバー空間を巡る脅威の情勢	

■サイバー犯罪の情勢
　県内における令和元年中のサイバー犯罪は、検挙件数が９３件（前年比３１件増）、検挙人員が４０
人（前年比１人増）となっています。
　また、サイバー犯罪に関する相談件数は１，０１３件（前年比１７４件減少）となっています。

■サイバー攻撃の情勢
　国内外において、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の
窃取等を目的として行われるサイバーインテリジェンスのほか、官公庁等のウェブサイトに大量のデー
タを送りつけられ、サーバ等が機能停止に陥るなど、サイバー攻撃の脅威が問題となっています。

■サイバー攻撃への対策
	
　県警察では、重要インフラ事業者で構成される「秋田県サイバーテロ対策協議会」とのセキュリティ
情報の共有や研修会等の開催、サイバーテロを想定した訓練を行うなどして、サイバー攻撃による被害
の未然防止と発生時の対処能力の向上を図っています。

３　サイバー空間の脅威に対する官民連携の推進	
　県警察では、中小企業事業者が有する先端技術に関する情報が窃取されたり、同事業者のコンピュー
タシステムがサイバー攻撃等の踏み台として悪用されないように、産学官が連携して中小企業事業者に
おける適切な対策を促すための広報啓発活動等を推進しています。

２　サイバー空間の脅威への対処
■総合的なサイバーセキュリティ対策の強化
　県警察では、社会情勢の変化に的確に対応しつつ、サイバー
空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、平成３０年
１０月に「秋田県警察におけるサイバーセキュリティ戦略」を
改定しました。
　その戦略に基づき、サイバー空間の脅威への対処に係る組織
基盤を強化するなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対
策を推進しています。

■サイバー犯罪への対策
　県警察では、サイバー犯罪被害防止のため、		
　　○　サイバー１１０番（０１８－８６５－８１１０）														
				　　　　　　　　　　　　（フォームからの問合わせは県警察ホームページから御利用下さい )	
を設けてサイバー犯罪に関する相談や違法・有害情報の通報受理を行っているほか、
				　○　サイバー犯罪被害防止のための研修会や講話
				　○　秋田県警察大学生サイバーボランティアと連携した各種活動
				　○　県内のプロバイダなどで構成される「秋田県サイバー防犯連絡協議会」と連携した被害防止の
　　　ための各種活動等
に取り組んでいます。

サイバー犯罪被害防止のための講話
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第６　組織犯罪対策
１　暴力団対策
■暴力団を取り巻く情勢
　暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自己の意に沿わない事業者を対象
とした報復・見せしめ目的の襲撃事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事
件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性がみられ、依然とし
て社会にとって大きな脅威となっています。
　また、近年、みかじめ料要求等の伝統的な資金獲得活動等に加え、組織実態を隠蔽しながら建設業、
金融業等各種事業活動へ進出して、一般社会での資金獲得活動を活発化させているほか、振り込め詐欺
を始めとする特殊詐欺等に関与するなど、その活動分野を更に拡大している状況がうかがわれます。
　平成２７年には最大の暴力団組織が分裂し、全国各地で対立抗争に起因するとみられる殺人事件等が
発生し、さらに新たに結成された組織が内部分裂を起こし、抗争が激化して一般市民が巻き添えに遭う
おそれがあるなど予断を許さない情勢が続いています。

■暴力団総合対策
　県警察では、暴力団のいない安全で安心な暮らしを守るため、次のような活動をしています。
　　・　暴力団犯罪取締りの徹底
　　・　暴力団対策法の効果的な運用
　　・　暴力団排除条例等を踏まえた社会が一体となった
　　　暴力団排除活動の推進
　　・　暴力団員の離脱支援や離脱者の社会復帰対策

●暴力団犯罪検挙状況
　県警察では、令和元年中、暴力団員等 31 人を検挙しました。

●暴力団対策法の効果的な運用
　暴力団対策法では、指定暴力団員が所属組織の威力を示して行う暴力的要求行為や暴力団への加入強
要等を禁止しており、これら行為を行った暴力団員等に対して、公安委員会が中止命令等を発出するこ
とができる旨規定されています。

●秋田県暴力団排除条例の積極的な活用
　県警察では、社会が一体となった暴力団排除活動を推進するとともに、秋田県暴力団排除条例で禁止
されている事業者が暴力団の活動を助長することを目的に利益を供与する事案に対しては、公安委員会
による勧告を行うこととしています。

●暴力団排除気運の醸成
　令和元年７月２９日、秋田市文化会館において、第２９回暴力
団壊滅秋田県民大会を開催し、県民や関係機関から約１, ０００人
の参加を得て、暴力団が存在しない安全で安心して暮らせる秋田
の実現を宣言し、暴力団排除の気運を高めました。

暴力団犯罪検挙状況

区分 年次 平27 28 29 30 令元
刑 法 犯 36 33 20 25 21

特 別 法 犯 7 4 24 6 10

合 計 43 37 44 31 31
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県警察では、令和元年中、暴力団員等31人を検挙しました。

暴力団犯罪検挙状況

区分 年次 平27 28 29 30 令元
刑 法 犯 36 33 20 25 21

特 別 法 犯 7 4 24 6 10

合 計 43 37 44 31 31

●暴力団対策法の効果的な運用
暴力団対策法では、指定暴力団員が所属組織の威力を示して行う暴力的要求行為や暴力団への

加入強要等を禁止しており、これら行為を行った暴力団員等に対して、公安委員会が中止命令等

を発出することができる旨規定されています。

●秋田県暴力団排除条例の積極的な活用
県警察では、社会が一体となった暴力団排除活動を推進するとともに、秋田県暴力団排除条例

で禁止されている事業者が暴力団の活動を助長することを目的に利益を供与する事案に対しては、

公安委員会による勧告を行うこととしています。

●暴力団排除気運の醸成
令和元年７月29日、秋田市文化会館において、第29回暴力団

壊滅秋田県民大会を開催し、県民や関係機関から約１,０００人

の参加を得て、暴力団が存在しない安全で安心して暮らせる秋

田の実現を宣言し、暴力団排除の気運を高めました。
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２　薬物銃器対策
■薬物情勢
　令和元年中の全国の薬物事犯の検挙人員は、前年に比べ増加の傾向にあり、このうち覚醒剤事犯が全
体の約６４％を占め、覚醒剤への根強い需要がうかがわれるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳し
い状況にあります。
　全検挙人員の約３４％が暴力団構成員等であるのに対し、会社員や無職など一般人の割合が約５７％
と高く、最近は社会全体に薬物が蔓延している状況がうかがわれます。

●薬物犯罪の傾向
　全国における近年の覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち半数程度を暴力団構成員等が占めて
いることのほか、３０歳代以上の検挙人員が多いことや、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が
高いことが挙げられます。
　一方、大麻事犯の検挙人員は５年連続で増加しており、覚醒剤事犯に次いで検挙人員の多い薬物事犯
となっています。近年の大麻事犯の特徴としては、他の薬物事犯と比べて、全検挙人員のうち初犯者や
２０歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられます。

■銃器情勢
　全国的に市民や民間企業を対象とした暴力団等によるとみられる銃器発砲事件が相次いで発生し、平
穏な日常生活の脅威となっています。
　県内では、平成１３年を最後に発砲事件はないものの、令和元年中に改造拳銃を１丁、軍用拳銃を１
丁発見・押収しています。

■銃器対策

■薬物対策
●需要・供給の遮断
　県警察では、末端乱用者の取締りを強化して需要の根絶を図っています。また、船舶、国際郵便、運
び屋等による密輸入を水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関と連携して供給の遮断を図
る対策を推進しています。

●薬物犯罪検挙状況
　令和元年中の県内における薬物事犯の検挙人員は３０人（前年比９人増加）で、このうち１７人を覚
醒剤事犯で検挙しています。

●県民の理解と協力の確保
　県警察では、「拳銃１１０番報奨制度」等による情報提供を広く呼
び掛け、違法銃器を根絶する取組を推進しています。

●銃器の取締り
　県警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や密輸・密売事件等の摘発に
重点を置いた取締りを行うなど、総合的な銃器対策を推進しています。

薬物事犯の検挙状況

区分 年次 平27 28 29 30 令元

覚醒剤（人） 10 20 27 15 17

大 麻（人） ２ ２ ３ ６ ７

その他（人） １ ４ ９ ０ ６

合 計 13 26 39 21 30
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３　犯罪のグローバル化・犯罪インフラ対策
■犯罪のグローバル化・犯罪インフラを取り巻く情勢
　最近の来日外国人犯罪の特徴として、犯罪組織の日本への浸透、構成員の多国籍化、犯罪行為の世界
的展開等、犯罪のグローバル化の様相を呈しており、治安に対する重大な脅威となっています。
　犯罪のグローバル化が進む背景には、国際犯罪組織が、犯罪を助長し、又は容易にする基盤である他
人名義の携帯電話などの「犯罪インフラ」を利用して、各種犯罪を効率的に敢行している状況がうかが
われます。
　犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、基盤そのものが合法であっても、
犯罪に悪用されている場合は犯罪インフラと位置づけています。犯罪インフラは、社会の様々な分野に
張り巡らされていることから、あらゆる警察活動を通じて情報を収集・分析し、取締りの対策に還元し
ています。

●犯罪インフラを生まない環境づくり
　警察では、金融機関、携帯電話事業者を始め、
各種制度やサービスを所管・提供している関係
機関・団体等との間で、犯罪インフラについて
情報共有を推進しているほか、犯罪インフラ対
策講話を行うなど、その理解と協力を得ながら、
関係機関・団体等との連携強化に努めています。

■ヤード対策の推進
　周囲が鉄壁等で囲まれた作業所等であって、海外への輸出等を目的として、自動車等の解体、コンテ
ナ詰め等の作業等に使用していると認められる施設を「ヤード」と呼んでいます。全国では、一部のヤー
ドが盗難車両の解体・不正輸出、不法滞在者の潜伏先などの犯罪の温床となっていることから、立入り
による実態把握と取締活動を推進しています。

■来日外国人犯罪
　県内における令和元年中の来日外国人犯罪は、検挙件数が２３件（前年比２件増加）、検挙人員が
１１人（前年比２人増加）となっています。

なりすましによる旅券の不正取得防止に関する講話

来日外国人犯罪の検挙状況

年次

区分
平27 28 29 30 令元

件数 ７ 15 ７ 15 12
刑 法 犯

人員 ６ 10 ９ ６ ８

件数 ３ 11 ４ ６ 11
特別法犯

人員 ２ ９ ０ ３ ３

件数 10 26 11 21 23
合 計

人数 ８ 19 ９ ９ 11- 22 -
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件数 10 26 11 21 23
合 計

人数 ８ 19 ９ ９ 11
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３　犯罪のグローバル化・犯罪インフラ対策
■犯罪のグローバル化・犯罪インフラを取り巻く情勢
　最近の来日外国人犯罪の特徴として、犯罪組織の日本への浸透、構成員の多国籍化、犯罪行為の世界
的展開等、犯罪のグローバル化の様相を呈しており、治安に対する重大な脅威となっています。
　犯罪のグローバル化が進む背景には、国際犯罪組織が、犯罪を助長し、又は容易にする基盤である他
人名義の携帯電話などの「犯罪インフラ」を利用して、各種犯罪を効率的に敢行している状況がうかが
われます。
　犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、基盤そのものが合法であっても、
犯罪に悪用されている場合は犯罪インフラと位置づけています。犯罪インフラは、社会の様々な分野に
張り巡らされていることから、あらゆる警察活動を通じて情報を収集・分析し、取締りの対策に還元し
ています。

●犯罪インフラを生まない環境づくり
　警察では、金融機関、携帯電話事業者を始め、
各種制度やサービスを所管・提供している関係
機関・団体等との間で、犯罪インフラについて
情報共有を推進しているほか、犯罪インフラ対
策講話を行うなど、その理解と協力を得ながら、
関係機関・団体等との連携強化に努めています。

■ヤード対策の推進
　周囲が鉄壁等で囲まれた作業所等であって、海外への輸出等を目的として、自動車等の解体、コンテ
ナ詰め等の作業等に使用していると認められる施設を「ヤード」と呼んでいます。全国では、一部のヤー
ドが盗難車両の解体・不正輸出、不法滞在者の潜伏先などの犯罪の温床となっていることから、立入り
による実態把握と取締活動を推進しています。

■来日外国人犯罪
　県内における令和元年中の来日外国人犯罪は、検挙件数が２３件（前年比２件増加）、検挙人員が
１１人（前年比２人増加）となっています。

なりすましによる旅券の不正取得防止に関する講話
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第７　安全かつ快適な交通の確保
１　令和元年中の交通事故発生状況
　令和元年中の秋田県における交通事故発生状況は、
　　　発生件数　　　１，５１４件
　　　死 者 数　　　　	　	４０人
　　　負傷者数　　　１，８３０人
で、前年と比較して、発生件数は２７０件、死者数は２人、負傷
者数は３１４人減少しました。
　６５歳以上の高齢者の死者数は２７人と全死者数の約７割を占
めています。

２　高速道路における交通事故発生状況
　令和元年中の高速道路における交通事故発生件数は１８件で、死者数は３人、負傷者数は２６人で、
前年と比較して発生件数は１件増加、死者数は１人減少、負傷者数は２人増加しました。
　高速道路における交通事故の特徴は、追突が１０件（５５．６％）と最も多くなっています。

比年前別年

区分
平27 28 29 30 令元

増減数(件) 増減率(%)

発生件数(件) 2,151 2,177 2,034 1,784 1,514 △ 270 △ 15.1

死 者 数(人) 38 54 30 42 40 △ 2 △ 4.8

高齢者(人) 24 36 20 27 27 0 0

負傷者数(人) 2,568 2,691 2,468 2,144 1,830 △ 314 △ 14.6

重 傷 ( 人 ) 319 359 320 282 250 △ 32 △ 11.3

軽 傷 ( 人 ) 2,249 2,332 2,148 1,862 1,580 △ 282 △ 15.1

道路管理者との合同訓練 高速道路における交通事故防止キャンペーン
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　県警察では、交通事故抑止のための対策を推進し、交通事故のない安全で安心して暮らせる秋田県の
実現に取り組んでいます。

■ＹｏｕＴｕｂｅを活用した情報発信
　無料動画サイトＹｏｕＴｕｂｅに、「秋田県警察本部交通安全
チャンネル」を立ち上げました。
　県警マスコットキャラクター「まもるくん」と「あいちゃん」
と一緒に交通ルールを楽しく学ぶ内容となっています。
　	現在、「歩行者ファースト」と
	「反射材の着用」の３作品を公開
	しています。

■「歩行者ファースト」意識の浸透
　関係機関・団体と連携し、「歩行者ファースト」意識の普及
浸透を図るための広報啓発活動や交通指導取締り等を強化しま
した。
　また、保育園等の散歩コースの安全点検を行い、歩行者用青
信号の点灯時間の延長を行うなど、安全な横断環境の確保も図
っています。
　

■交通安全キャンペーン等による広報啓発活動

３　交通安全意識の醸成に向けた警察の取組

訪問による反射材の直接貼付

旗の波作戦交通安全キャンペーン

横断歩道での歩行者誘導活動
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の点灯時間の延長を行うなど、安全な横断環境の確保も図っていま

す。

横断歩道での歩行者誘導活動

■交通安全キャンペーン等による広報啓発活動
商業施設や道の駅、スーパー等にお

いて交通安全キャンペーンを実施して

います。一日警察署長の委嘱やミニ警

察官による呼び掛け、交通安全パレー

ド等により、各季交通安全運動や道路

交通法改正等の周知を図ったほか、シ

ートベルトの着用や飲酒運転の根絶、

上向きライトの励行等について呼び掛

けています。

交通安全キャンペーン 旗の波作戦

■反射材の普及促進活動
交通安全キャンペーンにおいて反射材を配布したり、反射

材の効果を体験する交通安全講習を開催しています。また、

高齢者宅を訪問して基本的な交通ルールや交通事故に遭わな

いための安全指導を実施し、反射材を直接貼付するなど、反

射材の普及促進を図っています。

訪問による反射材の直接貼付

YouTube
配信中

チャンネル登録

お願いします。
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す。

横断歩道での歩行者誘導活動

■交通安全キャンペーン等による広報啓発活動
商業施設や道の駅、スーパー等にお

いて交通安全キャンペーンを実施して

います。一日警察署長の委嘱やミニ警

察官による呼び掛け、交通安全パレー

ド等により、各季交通安全運動や道路

交通法改正等の周知を図ったほか、シ

ートベルトの着用や飲酒運転の根絶、

上向きライトの励行等について呼び掛

けています。
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いための安全指導を実施し、反射材を直接貼付するなど、反
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■交通安全施設等の整備
●交通管制センター
　車両感知器や交通監視用カメラなどの装置を用いて
多様な交通情報を収集し、それを基にコンピュータで
信号機を制御して、安全で円滑な交通流を確保してい
ます。

●信号灯器のＬＥＤ化
　信号灯器の疑似点灯による交通事故を防止するため、
電球式灯器を視認性が高いＬＥＤ式灯器に更新してい
ます。また、ＬＥＤ式灯器は消費電力も少なく、省エ
ネによる地球温暖化対策に効果的です。

●着雪防止型信号灯器
　冬期の荒天時でも雪の影響を受けず、信号灯器の色が
識別できるよう、着雪防止型の信号灯器の整備を進めて
います。

●交通弱者を守る信号機
　車両の通行と歩行者等の横断を時間的に分離するた
めの歩車分離式信号機のほか、視覚障害者が安心して
横断できるよう、歩行者用灯器の青色点灯時に音を連
動させる視覚障害者用付加装置など、交通弱者を守る
ための信号機の整備を進めています。

●「ゾーン３０」対策の推進
　生活道路、通学路における歩行者等の安全な通行を
確保するため、区域を定めて最高速度を３０キロに規
制し、通過交通の抑制等を図る「ゾーン３０」の整備
を進め、歩行者等に優しい交通環境の整備に努めてい
ます。
ゾーン内には、速度規制標識、看板の設置、道路標示、
横断歩道のカラー塗装のほか、物理的デバイス（狭さく）
を設置して車両の走行速度の抑制等を図っています。

●自発光式道路標識
　薄暮時間帯から夜間の視認性を向上させるため、標
識がＬＥＤにより点灯する自発光式道路標識を整備し
ています。

■交通環境の変化等に即した交通規制
●交通規制の見直し
　地域住民・道路利用者等の要望・意見を踏まえ、現状の実態や交通環境に適応し、効果的で分かりや
すい交通規制になるよう見直しを進めています。

●道路交通情報の提供
　警察や道路管理者が収集した道路交通情報を一元管理し、道路利用者が安全で円滑に通行できるよう、
カーナビやラジオ、道路情報板等を用いてリアルタイムに提供しています。

４　県民生活に適応した交通環境の整備
　歩行者や車両などの道路利用者にとって安全で快適な交通環境を構築するため、各種交通安全施設を
整備するとともに、現状の交通環境に即した交通規制の実施や見直しを推進しております。
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２　テロの未然防止対策
■官民一体となったテロ対策の推進
●テロ対策推進パートナーシップの活動
　県警察では、「日本一安全で安心な秋田県の実現」という基本理念の下、
「テロ対策推進・美の国あきたパートナーシップ」を設立するとともに、県
内全１４警察署でも同様の官民連携ネットワークを構築しています。東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会を始めとする大規模国際イベントの開催を見据え、テロに強い社会の実現・テロの未然防止
を推進することを目的として、官民一体となったテロ対策を推進しています。

●爆発物の原料となり得る化学物質の適正管理の推進
　県警察では、市販の化学物質を原料に爆発物が製造され使用されることがないよう、化学物質の販売
事業者に対する個別訪問や不審購入者対応訓練を行うなどして、保管管理の強化や早期通報を要請して
います。

●重要施設及びソフトターゲットの警戒警備  
　県警察では、重要施設や空港、駅などの公共交通機関のほか、ショッピン
グモールなど不特定多数の人が集まるソフトターゲット施設における警戒警
備を強化しています。

●水際対策の強化
　県警察では、海・空からテロリストの侵入を防ぐため、海港及び空港での
警戒、さらに沿岸線の警戒を強化しています。

第８　重大事案への対応及び警衛・警護警備活動
１　災害等への対応
■自然災害への対応状況
　令和元年中に発生した県内の主な災害は、地震や大雨によるもので、特に、８月の局地的大雨では、
住家の浸水、土砂崩れ等の被害を受けました。県警察は、関係機関と連携して、住民の安否確認や浸水、
土砂崩れ現場周辺での交通整理等の活動を実施しました。

被災地で活動する広域緊急援助隊

パートナーシップ通常総会

商業施設におけるテロ対処訓練

天皇皇后両陛下警衛警備

■警察の活動
●訓練の実施
　県警察では、災害発生時の迅速的確な対応のため、平素から関
係機関との連携を強化するとともに、図上訓練や実戦に即した訓
練を実施しています。
　令和元年中は、高度な救出・救助能力を有する「広域緊急援助隊」
東北六県合同訓練に参加したほか、警察署員による災害警備訓練
を実施しました。

３　警衛・警護
　令和元年中は、「天皇陛下御即位記念第３９回全国豊かな海づくり大会・
あきた大会」に御臨席のため、天皇皇后両陛下が御来県されました。
　県警察では、皇室と県民の親和に配慮しながら、御身辺の安全確保と歓
送迎者の雑踏事故防止を図りました。
　また、第２５回参議院議員通常選挙の候補者応援演説のため来県した内閣総理大臣のほか、政府要人等
の警護警備を実施して身辺の安全を確保しました。

●広域緊急援助隊の活動
　本県の広域緊急援助隊は、令和元年１０月の「台風１９号」で甚大な被害を受けた宮城県の被災地に
緊急出動し、行方不明者の捜索活動等を実施しました。

第８ 重大事案への対応及び警衛・警護警備活動

１ 災害への対応
■自然災害への対応状況

令和元年中に発生した県内の主な災害は、地震や大雨によるもので、特に、８月の局地的大雨では、
住家の浸水、土砂崩れ等の被害を受けました。県警察は、関係機関と連携して、住民の安否確認や浸
水、土砂崩れ現場周辺での交通整理等の活動を実施しました。

■警察の活動
●訓練の実施

県警察では、災害発生時の迅速的確な対応のため、平素か
ら関係機関との連携を強化するとともに、図上訓練や実戦に
即した訓練を実施しています。

令和元年中は、高度な救出・救助能力を有する「広域緊急
援助隊」東北六県合同訓練に参加したほか、警察署員による
災害警備訓練を実施しました。

●広域緊急援助隊の活動
本県の広域緊急援助隊は、１０月の「台風１９号」で甚大

な被害を受けた宮城県の被災地に緊急出動し、行方不明者の
捜索活動等を実施しました。
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進することを目的として、官民一体となったテロ対策を推進しています。
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●爆発物の原料となり得る化学物質の適正管理の推進
県警察では、市販の化学物質を原料に爆発物が製造され使用されることがないよう、化学物質の販

売事業者に対する個別訪問や不審購入者対応訓練を行うなどして、保管管理の強化や早期通報を要請
しています。
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した内閣総理大臣のほか、政府要人等の警護警備を実施して身辺の
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第９　県民に開かれた警察活動

提言を反映させた活動
【高齢歩行者に交通ルールを浸透させる活動】

１　警察署協議会
　警察署の業務運営に地域住民の意向を反映させるため、
県内全ての警察署に警察署協議会が設置され、公安委員会
から委嘱された１１９人の委員によって構成されていま
す。

■令和元年中における活動
　令和元年中は、延べ５７回の会議が開催され、年間の
業務重点案、高齢者対策、特殊詐欺対策、交通事故防止
対策などの諮問に対して、委員から活発な提言や要望が
出されました。
　また、１１月には会長会議を開催し、協議会の運営等
について情報交換をしました。

■提言等に対する主な取組
　令和元年中における主な取組は次のとおりです。
　　・	警察施設のセキュリティ対策の強化
　　・	部外講師によるマナー教室の開催
　　・企業との見守り活動に関する協定の締結
　　・自治体等との連携による通学（園）路の点検・改善
　　・関係機関と連携した交通安全教育
　　・高齢歩行者に交通ルールを浸透させる活動
　　・中学校と連携した安全かるたの製作
　　・保育園における津波避難訓練の実施　
　各警察署では、警察署協議会の提言や要望を業務運営
に反映させています。

３　苦情の適正な処理
　警察法には苦情申出制度が設けられており、県警察の職務執行について苦情がある場合は、苦情を申
し出ることができます。
　「公安委員会に対する苦情申出制度」に基づく苦情は警察本部総務課公安委員会補佐室において、「警
察に対する苦情」は警察本部県民安全相談センターにおいてそれぞれ受理し、迅速かつ適正に対応して
います。
　もちろん、各警察署に直接苦情を申し出ることもできます。

２　情報公開制度
　県警察では、警察行政の透明性を高め、
行政機関としての説明責任を遂行するため、
公安委員会及び警察本部長が保有する行政
文書を秋田県情報公開条例に基づき公開し
ています。
　公開請求の受付や相談、案内の窓口は、
警察本部内の情報公開センター及び県内各
警察署となっています｡ 	

警察署協議会会長会議

情報公開請求の受付及び処理状況（令和元年中）

※ 請求と決定の件数は必ずしも一致しません。

　　　　　　区分

実施機関

公開請求

決　　定

全部公開 部分公開 非公開

秋田県公安委員会   0 0 0 0

秋田県警察本部長 193 　125 107 7
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４　安全・安心情報の提供	

■ホームページによる情報提供
　県警察ホームページでは、警察の諸活動や各種犯罪・
交通事故の発生状況をはじめとする各種統計等を掲載
するなど、県民の皆様が安全に安心して暮らすために
必要な情報を常に提供しています。
　また、県内１４警察署でもホームページを開設し、
警察署の紹介、声掛け事案等の不審者情報、地域安全
ネットワーク情報などの地域に密着した情報を提供し
ています。

■広報センター
　警察本部第二庁舎１階の「広報センター」では、広
く県民の皆様に県警察について知ってもらうことがで
きるよう歴史的資料や略年表、白バイなどを展示して
います。また、警察の各種業務についてクイズ形式で
学習ができるタッチパネルを活用したシステムや、指
紋採取の鑑識活動体験が行えます。
　「広報センター」は、児童・生徒のセカンドスクー
ルとしても利用され、令和元年中は約２，４５０人が
見学しました。

■警察音楽隊

ホームページアドレス
https://www.police.pref.akita.lg.jp/

広報センター

秋田県警察音楽隊

秋田マーチングフェスティバル 第３９回定期演奏会
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令和元年は６８回の演奏活動（延べ聴衆３２，３５０人）を

行いました。

また昭和５６年から警察音楽隊定期演奏会を開催しており、
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４ 安全・安心情報の提供
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　令和元年は６８回の演奏活動（延べ聴衆３２，３５０人）
を行いました。
　また昭和５６年から警察音楽隊定期演奏会を開催してお
り、本年は１０月３１日に大仙市市民会館において第４０回
定期演奏会、岩手県盛岡市において、第３６回東北北部三県
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第10 　警察活動の基盤　

１　県警察の体制
■定員 

２　教育訓練
■警察学校における教育訓練
●採用時教育
　新たに採用された職員に対し、秋田県警察学校において職責
を自覚させ、使命感を培うとともに、職務執行に必要な基礎的
知識及び技能を修得するための教育訓練を行っています。

●昇任時教育
　巡査部長（主任）、警部補（係長）、警部（課長・補佐）に昇
任した職員に対して、東北管区警察学校（宮城県）、警察大学
校（東京都）等において、幹部として必要な知識等を修得する
ための教育訓練を行っています。

●専門教育
　各警察学校では、特定の業務の分野に関する高度な専門的知
識及び技能を修得させるための教育を行っています。

■職場における教育訓練
●職務執行教育
　個々の職員の能力又は職務に応じた個人指導や、業務に関す
る研修会等により職務執行能力の向上を図っています。

●術科訓練
　各種事件事故に的確に対処できる精強な執行力を確保するた
め、柔道・剣道、逮捕術、拳銃操法等の術科訓練を行っていま
す。特に、実際に発生する可能性の高い事件を想定した実戦的
訓練の強化を図っています。

警察学校における教育全県逮捕術大会

（平成31年４月１日現在）

警 察 官 警察行政職員 計

１，９８９人 ３８８人 ２，３７７人

新規採用警察官の教育訓練体系

※（ ）は大学卒業者以外の期間

警 察 学 校 入 校

６か月
初 任 科 【警察学校】

(10か月)

３か月
職場実習【警察署】 (３か月)

２か月
初任補修科【警察学校】

(３か月)

４か月
実戦実習【警察署】

(５か月)

採 用 時 教 育 訓 練 終 了

（平成31年４月１日現在）

警 察 官 警察行政職員 計

１，９８９人 ３８８人 ２，３７７人

新規採用警察官の教育訓練体系

※（ ）は大学卒業者以外の期間

警 察 学 校 入 校

６か月
初 任 科 【警察学校】

(10か月)

３か月
職場実習【警察署】 (３か月)

２か月
初任補修科【警察学校】

(３か月)

４か月
実戦実習【警察署】

(５か月)

採 用 時 教 育 訓 練 終 了
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■車両
　警察用車両には、パトカー、捜査用車、交通事故処理車、白
バイのほか、機動隊用の特殊車両などがあり、県内各警察署な
どに配備しています。
　警察用車両は、警察機動力の要として、事件事故の捜査、犯
罪の予防、交通取締り、災害発生時における人命救助など、安
全で安心な県民生活を守るため、警察活動全般にわたり活用し
ています。

■船舶
　令和元年に新型に更新された、警備用船艇として双胴艇「あ
おさぎ」（全長１４メートル、赤色回転灯・サイレン・レーダー
を装備）が秋田臨港警察署に配備されています。
　「あおさぎ」は水上パトロールを行い、拳銃や覚せい剤などの
密輸事犯、公害事犯、密入国者の取締り、水難救助などの水上
警察活動を行っています。

■航空機
　平成１２年に、警察用航空機としてヘリコプター「やまどり」
が警察航空隊に配備されています。機体は１０人乗りの川崎式
ＢＫ１１７C－１型ヘリコプターで、ヘリコプターテレビシステ
ムが装備されています。
　「やまどり」は、遭難者の捜索・救助をはじめ、事件捜査や警備、
交通活動など、様々な活動を行っています。

３　県警察の装備
　県警察では、警察活動を効率的に行うために、車両や船舶その他治安情勢に応じた装備の充実に努め
ています。

■総合運転者管理システム
　総合運転者管理システムは、運転免許証の即日交付や更新
自動受付機の導入による更新手続の迅速化などの利便性向上
のほか、不正取得の防止や、危険運転者の早期排除に活用し
ています。
　また、運転免許証をＩＣカード化することにより、偽変造
の防止やプライバシーの保護などの安全対策をしています。

■警察情報管理システム
　警察情報管理システムは、警察機関での情報を共有してい
るほか、照会センターを２４時間体制で運用することにより、
迅速な犯人の割り出しや被害品の発見など、捜査活動に活用
しています。

４　警察活動を支える情報管理
■秋田県警察総合情報システム
　秋田県警察総合情報システムは、第一線警察署の活動を支援しているほか、警察本部と警察署間の情
報交換や連絡に活用しています。
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４ 警察活動を支える情報管理

■秋田県警察総合情報システム
秋田県警察総合情報システムは、第一線警察署の活動を支援しているほか、警察本部と警察署間の情報

交換や連絡に活用しています。

■総合運転者管理システム
総合運転者管理システムは、運転免許証の即日交付や更新

自動受付機の導入による更新手続の迅速化などの利便性向上の
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ます。

また、運転免許証をＩＣカード化することにより、偽変造の
防止やプライバシーの保護などの安全対策をしています。

更新自動受付機 運転免許証

■警察情報管理システム
警察情報管理システムは、警察機関での情報を共有している 照会

ほか、照会センターを２４時間体制で運用することにより、迅速な犯
人の割り出しや被害品の発見など、捜査活動に活用しています。 回答

警察本部照会ｾﾝﾀｰ
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■令和２年度警察官採用試験の実施予定

◆お知らせ◆◆お知らせ◆

■令和２年度警察官採用試験の実施予定

◎試験の区分及び日程（予定）

受験案内・申込書 第 １ 次 第 ２ 次 最終合格
試 験 区 分

の 配 布 月 日
受 付 期 間

試 験 日 試 験 日 発 表 日

旬上月８)火(日21月５

５月12日(火) ～
７月11日(土)

及び ９月上旬

６月５日(金)
７月12日(日)

８月下旬

旬中月01)水(日22月７

７月22日(水) ～
９月19日(土)

及び 11月下旬

８月21日(金)
９月20日(日)

11月中旬

旬中月01)水(日22月７Ｂ官察警

女性警察官Ｂ ７月22日(水) ～
９月19日(土)

及び 11月下旬

（Ａ区分以外） ８月21日(金)
９月20日(日)

11月中旬

※ 詳しい日程、採用予定人員及び受験資格は、秋田県人事委員会から公表されます。

◎試験の種目及び方法（予定）

第１次試験

容内・法方目種験試

体 力 試 験 警察官として職務遂行に必要な体力についての実技試験

（５種目） （握力、立ち幅跳び、上体起こし、反復横跳び、20ｍシャトルラン）

教 養 試 験 警察官として必要な一般知識及び能力についての筆記試験

（択一式50問120分） （社会、人文、自然、文章理解、判断推理、数的推理・資料解釈）

論（作）文試験 文章による課題把握力、論理的思考力、文章表現力等を問う試験

（記述式１題60分）

第２次試験

容内・法方目種験試

口 述 試 験 人物についての集団面接及び個別面接による試験

適 性 検 査 職務遂行に必要な適性についての検査

身体精密検査 健康診断書の提出による警察官として職務遂行に必要な健康度及び身体等についての検査

※ 採用試験の詳細は、各試験区分の受験案内を確認してください。

○採用に関するお問合せ先

秋田県警察本部 警務課人事・採用係 （採用フリーダイヤル 0120-863314）

警 察 官 A
女性警察官A

（大卒又は大卒見込み）
（２回目）

警 察 官 A
女性警察官A

（大卒又は大卒見込み）
（１回目）



　●　盗難、暴力被害、交通事故の届け出 １１０番
は又 　　　 、近くの警察署・交番・駐在所へ

　●　行方不明者の届け出 各警察署生活安全課へ

　●　登山の届け出 警察本部地域課へ　または山岳を
管轄する警察署、交番、駐在所へ

  ●　警察安全相談
　　　 警察署住民安全相談所又は県民安全相談センターへ ＃９１１０ （プッシュホン）

または（０１８）８６４－９１１０
ＦＡＸ　（０１８）８６４－８９９９

　●　警察への要望・意見・苦情等
　　　 各警察署広報広聴係 （０１８）８２４－０１１０
　　 　または、県民の声１１０番 　ＸＡＦへ （０１８）８６４－８９９９
　　　 電話・手紙・ホームページでも受け付けています。

　●　性犯罪被害等の相談
　　　 警察本部捜査第一課 ＃８１０３（ハートさん） （プッシュホン）
　　　 性犯罪被害相談電話 ０１２０－０２８－１１０ （フリーダイヤル）

　●　サイバー犯罪の相談・情報
　　　 サイバー犯罪１１０番　 （０１８）８６５－８１１０

　●　少年の悩み事相談
　　　 やまびこ電話 （０１８）８２４－１２１２（FAX・電話兼用）
　　　 チャイルド・セーフティ・センター （０１８）８３１－３４２１
　　　 警察署少年サポートセンター

　●　犯罪や交通事故の被害に関する悩み相談
　　　 （公社）秋田被害者支援センター （０１８）８９３－５９３７

０１２０－６２－８０１０（フリーダイヤル）
（月～金　１０：００～１６：００　祝日、年末年始を除く）

　●　暴力団に関する相談
　　　 （公財）暴力団壊滅秋田県民会議 （０１８）８２４－８９８９

０１２０－８９３－１８４（フリーダイヤル）
（月～金　９：００～１７：００　祝日、年末年始を除く）

　●　薬物・拳銃・虐待・人身取引等の情報提供
　　　 匿名通報ダ ９３８－４２９－０２１０ルヤイ （フリーダイヤル）

(月～金　９：００～１８：１５）
　　　 24時間オンライン受付 www.tokumei24.jp
       モバイル用 .42iemukot.wwwトイサ jp/i

  ●　自動車運転免許に関するお問い合わせ　
　　　 更新・再交付・国外免許に関する相談 （０１８）８２４－３７３８
　　　 試験・免許証の失効手続きに関する相談 （０１８）８６２－７５７０
　　　 停止等行政処分に関する相談 （０１８）８２４－３８２２
　　　 病気の方の免許取得、更新等運転適性に関する相談 （０１８）８２４－０６６０

（０１８）８２４－０７０６ ＃８０８０（はればれ）

　●　運転免許テレホンサービス
　　　 更新手続き （０１８）８２４－６１００
　　　 免許試験 （０１８）８２４－６２００
　　　 再交付手続き （０１８）８２４－６３００
　　　 免許証の失効手続き （０１８）８２４－６４００
　　　 国外免許手続き （０１８）８２４－６５００

　●　交通情報（日本道路交通情報センター）
　　　 携帯短縮ダ １１０８＃ルヤイ （携帯・PHS専用）
　　　 全国共通ダ ６６６６－９６３３－０５０ルヤイ （音声ガイダンス）
　　　 全国高速ダ ００７６－９６３３－０５０ルヤイ （自動応答専用）
　　　 東北地方高速情報 ０５０－３３６９－６７６１
　　　 秋田情報 ０５０－３３６９－６６０５

　●　警察本部庁舎の見学申込み
　　　 警察本部広報広聴課 （０１８）８６３－１１１１

　●　警察音楽隊の演奏申込み 各警察署広報広聴係
または、警察本部広報広聴課へ

　●　秋田県警察　Twitter アカウント名　「秋田県警察本部」  「＠akita_mamoru_ai」

　●　秋田県警察　LINE アカウント名　「秋田県警察　採用係」  「＠won6978f」

窓口のご案内　　 事件・事故等でお急ぎの場合は、１１０番通報してください

５　その他　各種情報発信、警察官採用試験情報

１　各種届出

２　警察本部等への相談

３　各種お問い合わせ先

４　各種申込み

秋田県警察本部

連　絡　先令和２年 秋田県警察運営の基本方針と重点目標

基 本 方 針

安全で安心な秋田を守る力強い警察
県民に寄り添い 県民とともに

重 点 目 標

社会環境の変化に対応した警察機能の強化

犯罪の起きにくい社会づくりの推進

交通死亡事故の抑止

重要犯罪・組織犯罪等への的確な対応

テロの未然防止・大規模災害を含めた緊急事態等への的確な対応

被害者支援の推進
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秋田県警察本部 警務部広報広聴課
〒０１０－０９５１ 秋田市山王四丁目１番５号

ホームページhttps://www.police.pref.akita.lg.jp

秋田県警察本部Ｔｗｉｔｔｅｒ
アカウント名 「秋田県警察本部」

「＠akita_mamoru_ai」

秋田県警察採用ＬＩＮＥ
アカウント名 「秋田県警察 採用係」

「＠won6978f」

秋田のまもり令和２年
～県民に寄り添い　県民とともに～

秋田県警察


